
年５万人程度の減少が続いている。一方で，

准組合員数は01年度までは増加数が鈍化し

て，組合員総数も減少が続いたが，02～04

年度は増加数が拡大し，03年度，04年度は

正組合員の減少数を上回る増加となった。

組合員総数は，03年度には５年ぶりの増加

（前年比28,178人増）となり，04年度も拡大

（前年比45,784人増）し，914万5,856人とな

った。04年度の組合員総数は，90年代のピ

ークである98年度の912万8,476人を6年ぶ

りに上回ったことになる。

04年度の常勤理事数は前年比1.3％減少

し3,144人に，非常勤理事数は6.5％減少し

１万5,072人となった（第１表）。

そのうち，常勤理事については，１組合

当たり平均で，01年度の2.2人から04年度

には3.4人へと増加している。これは信用

事業を行う農協では，役員として，信用事

業を担当する専任の理事１人以上を含め常

勤理事を３人以上置かなければならない，

という01年６月の農協法改正を受けた動き

とみられる。

加えて，02年度以降，実務精通者（組合

職員出身者）の常勤理事が大幅に増加を続

けていることが注目される。１組合当たり
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本稿では，農林水産省がまとめた『2004

事業年度 総合農協統計表』を利用して，

最近の農協経営の動向を概観する。

04年度の集計組合数は，913組合であり，

合併の進展を反映して，前年度に比べ34組

合の減少となった。

はじめに，農協の組織基盤である組合員

の動向をみると，農協の組合員総数は，99

年度から４年連続して減少した後，03年度，

04年度は再び増加に転じている（第１図）。

正組合員数に関しては，97年度以降，毎

2004年度の農協経営の動向

はじめに

資料　農林水産省『総合農協統計表』以下, 図表において
明記されていない場合はすべて同じ。 

（注）　前年差。 

１２０ 
（千人） 

１００ 
８０ 
６０ 
４０ 
２０ 
０ 

△２０ 
△４０ 
△６０ 
△８０ 

９６ 
年度 

９７ ９８ ９９ ００ ０１ ０２ ０３ ０４ 

第1図　農協の正准組合員数の推移 

組合員総数増加数 

准組合員増加数 

正組合員増加数 

２　役職員数，店舗数の動向

１　組合員数の動向
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の実務精通者の常勤理事は01年度には0.6

人であったものが，04年度には1.9人と大

幅に増加している。前述の信用事業担当専

任理事の必置義務に加え，合併による大型

化で組合経営にも専門性が必要となるなか

で，組合経営の実務に精通した職員出身者

が常勤理事に登用されるケースが増えてい

るとみられる。

04年度の職員数は3.1％減少と，03年度

の3.7％よりは減少率は小幅だったが，２

年連続で３％台の減少となり，24万435人

となった。

主要事業のなかで職員の減少率が最も大

きかったのは購買事業の6.7％減であり，

次いで信用事業の2 .8％減，販売事業の

2.0％減となっている。一方，共済事業の

職員数は3.1％の増加となった。

臨時・パート職員数は，02，03年度と２

年連続して前年比減少となったが，04年度

は2.2％と再び増加に転じ，３万9,659

人となった。臨時・パート職員を雇

用している組合の割合は，01年度の

69.7％から04年度には74.3％へと，５

ポイント弱上昇しており，臨時・パ

ート職員を増やすことによって，人

件費削減を図っていることがうかが

える。

担当業務別には，01年度まで臨

時・パート職員を増加させていた購

買事業では，02年度以降臨時・パー

ト職員も減少傾向にある。これには，

Ａコープの経済連・全農県本部への

経営委託や協同会社化等の背景が考

えられよう。

一方，農協の総店舗数（本所に支所，出

張所，事業所を加えたもの）は，前年比

3.2％減少し，２万1,399となった。なかで

も支所の減少率が5.6％と最も大幅であり，

農協の支所統廃合が加速しつつある状況が

うかがえる。ＪＡバンク中央本部が「ＪＡ

バンク中期戦略における店舗再構築の取組

について」を決定したのが03年12月，それ

を受けて全中理事会において「ＪＡグルー

プ全体で取り組むＪＡの支所・支店再構築

指針」（以下「全中指針」という）が決定さ

れたのが04年７月のことである。「全中指

針」の中では，店舗の「存置最低基準」と

して「最低人員基準」（当該店舗内に役席者

を含め信用事業担当職員４名以上配置。ただ

しライフライン店舗で
（注１）

は，例外として信用事

業担当職員３名で可）と，「最低限の採算性」

（支所，支店における共通管理費配賦前の収支
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（単位　人, 店舗, ％） 

常勤理事  

　うち実務精通者 

非常勤理事  

職員  

　信用事業 
　共済事業 
　購買事業 
　販売事業 
　その他事業 

臨時・パート職員  

合計  

　本所 
　支所 
　出張所 
　その他事業所 

（注）　その他事業所とは, 支所及び出張所以外で独立して事業経営を
行っている工場, 店舗, 給油所等であって, 専従職員を配置している
事業所をいう。     

第1表　役職員数と本・支所数等の推移 

３，１４４ 

１，７２５ 

１５，０７２ 

２４０，４３５ 

６３，０３３ 
３８，６３９ 
６３，００４ 
１６，７９７ 
５８，９６２ 

３９，６５９ 

２１，３９９ 

９３５ 
１０，４６２ 
１，４３７ 
８，５６５ 

０４年度 

△７．９ 

０．０ 

△９．８ 

△２．２ 

△２．１ 
４．３ 

△４．７ 
△０．７ 
△３．０ 

１１．６ 

△０．５ 

△１６．８ 
△１．３ 
△０．６ 
３．５ 

０１ 

△０．７ 

３９．８ 

△１２．５ 

△２．２ 

△１．７ 
３．７ 

△４．７ 
△１．６ 
△３．０ 

△４．２ 

△０．８ 

△１１．１ 
△４．３ 
△１．６ 
５．９ 

０２ 

２３．９ 

７６．０ 

△９．７ 

△３．７ 

△２．８ 
２．４ 

△６．７ 
△２．０ 
△５．３ 

△１．２ 

△４．１ 

△６．９ 
△３．４ 
△１１．５ 
△３．３ 

０３ 

△１．３ 

４．８ 

△６．５ 

△３．１ 

△２．８ 
３．１ 

△６．７ 
△２．０ 
△３．４ 

２．２ 

△３．２ 

△４．６ 
△５．６ 
０．６ 

△０．６ 

０４ 

実数 前年比増減率 
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確保）を置き，全国すべての農協が遵守す

べき基準とした。そのうえで，04年度から

06年度の３か年に支所・支店体制再構築の

ための抜本的な取組みを集中的に行う，と

した。04年度の支所数の大幅な減少は，そ

の取組みの始まりを意味していると考える

ことができよう。

（注１）ライフライン店舗とは，「その支所，支店
がなければ，組合員等地域住民の生活が困って
しまう命綱のようなものであり，廃止した場合
に代替策をもって対応できない支所・支店」と
定義されている。

04年度の事業総利益は，前年比2.6％減

の２兆203億円となり，２年連続で前年を

下回った（第２表）。

事業別にみると，購買事業総利益が

6.3％減，信用事業も2.3％減と前年度より

も減少率を拡大させ，販売事業は前年度の

0.4％増（米価格上昇による米販売・取扱高の

増加が主因）から2.0％の減少へと３年ぶり

に減少に転じた。

共済事業は1.2％の減少であり，前年比

減少率は若干縮小したものの，01年度以降

４年連続で事業総利益が減少している。

一方，事業管理費は2.6％減少し，１兆

8 ,827億円となった。なかでも人件費が

3.3％減の１兆3,264億円となり，減少の大

半を占めている。

事業総利益の減少額が事業管理費の減少

額を上回ったため，事業利益は，40億円減

（△2.8％）の1,376億円となった。事業管理

費比率（事業管理費／事業総利益）は横ばい

の93.2％であった。

事業利益は小幅減益であったものの，事

業外費用の貸倒損失が21億円弱減少したこ

ともあって事業外損益は106億円（18.0％）

の増益となった。

この結果，経常利益は3.3％と３年連続

増加し，2,068億円となった。

ここで96年度以降，98，02年度を

除き一貫している事業総利益減少に

対し，事業管理費の面から農協がど

のような対応をとってきたのか，事

業管理費の削減を総職員数（ここで

は臨時・パートを含めた職員数を総職

員数とする）の変動要因と，総職員１

人当たり事業管理費の変動要因とに

分解して，過去の推移をみてみよう

（第３表）。

農協の事業総利益は96年度減少傾

向となったが，それに対する事業管
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３　収支の動向

（単位　億円, ％） 

事業総利益  

　うち信用事業 
　　　共済事業 
　　　購買事業 
　　　販売事業 

事業管理費  

　うち人件費 

事業利益  

事業外損益  

経常利益  

当期剰余金  

事業管理費比率 

第2表　事業総利益等の推移 

２０，２０３ 

７，１６６ 
５，５７１ 
４，４９０ 
１，３２７ 

１８，８２７ 

１３，２６４ 

１，３７６ 

６９２ 

２，０６８ 

１，２５０ 

９３．２ 

０４年度 

△３．８ 

△９．１ 
△０．６ 
△１．０ 
△３．６ 

△３．１ 

△２．７ 

△３８．６ 

△５２．９ 

△４９．２ 

△３６．９ 

０．７ 

０１ 

１．０ 

６．３ 
△０．８ 
△４．９ 
１．７ 

△３．３ 

△３．６ 

３４５．２ 

△１３．２ 

９７．６ 

△２．９ 

△４．２ 

０２ 

△２．５ 

△１．７ 
△１．９ 
△５．１ 
０．４ 

△３．９ 

△４．５ 

２１．８ 

１５．９ 

２０．０ 

５９．５ 

△１．４ 

０３ 

△２．６ 

△２．３ 
△１．２ 
△６．３ 
△２．０ 

△２．６ 

△３．３ 

△２．８ 

１８．０ 

３．３ 

１９．７ 

０．０ 

０４ 

実数 前年比増減率 

（注）　事業管理費率は前年差（ポイント）。 
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理費の抑制は，99年度までは，ほとんど総

職員数の減少によっており，総職員１人当

たりの事業管理費は98，99年度にわずかに

低下したにとどまっていた。

しかし，00年度以降は総職員１人当たり

の事業管理費も大きく抑制するというよう

に，減量経営の深化がみられた。02年度以

降は再び総職員数の減少要因が大幅になっ

て事業管理費抑制の中心となったが，総職

員１人当たり事業管理費の抑制も引き続き

事業利益／事業総利益比率の押し上げ要因

として寄与している。

前述したように，04年度の信用事業総利

益は前年比2.3％減少した。信用事業総利

益の前年比増減額の内訳を90年代後半から

みると，96年度から99年度までは「その他

信用経常収支」（＝信用事業その他経常収益

―信用事業その他経常費用。信用事業その他

経常費用は貸倒引当金繰入額，貸出金償却が

大半）が信用事業総利益の減少要因となっ

ていたことが明らかで，不良債権への引当

金増加が信用事業総利益の動向に大きな影

響を与えていた（第２図）。

一方，00年度以降03年度までは，資金収

支の悪化が，信用事業総利益の減少要因と

して大きかった。

そして04年度の特徴としては，資金収支

の悪化がごくわずかにとどまったこと，全

体的に信用事業総利益の悪化ペースが，90

年代後半から2000年度前後のころに比べて

小幅になっていることが指摘できる。

資金収支の悪化がごくわずかにとどまっ

た要因をさぐるために，第４表から貯金・

貸出金残高および利ざやの推移をみてみよ

う。

04年度末の貯金残高（平残）は，前年比

2.8％，２兆1,378億円増加し，77兆3,765億
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４　信用事業の動向

（単位　億円, ％） 

事業総利益前年差  

事業管理費前年差  

　総職員数要因 
　総職員１人当たり事業管理費要因 

事業利益／事業総利益比率  

臨時・パート職員/総職員比率 

第3表　事業総利益, 事業管理費の前年差及び諸指標の推移 

６９２ 

５５３ 

△７２ 
６２７ 

７．７ 

８．３ 

９５年度 

△７３３ 

△１６７ 

△２５２ 
８７ 

５．６ 

８．６ 

９６ 

△８７５ 

△１７９ 

△４３３ 
２５９ 

２．８ 

９．６ 

９７ 

６ 

△３４９ 

△２８５ 
△６４ 

４．３ 

９．９ 

９８ 

△５９１ 

△１４８ 

△１３６ 
△１３ 

２．５ 

１１．１ 

９９ 

△５４９ 

△４１９ 

△２１１ 
△２１０ 

１．９ 

１２．０ 

００ 

△８３２ 

△６６７ 

△１１２ 
△５５９ 

１．２ 

１３．５ 

０１ 

２１０ 

△６９１ 

△５０６ 
△１９０ 

５．５ 

１３．２ 

０２ 

△５３８ 

△７９１ 

△６８５ 
△１１０ 

６．８ 

１３．５ 

０３ 

△５４２ 

△５０２ 

△４５４ 
△４９ 

６．８ 

１４．２ 

０４ 

（注）　要因分解は, 総職員数要因＝総職員数前年差×前年度の総職員１人当たり事業管理費       
総職員１人当たり事業管理費要因＝総職員１人当たり事業管理費前年差×前年度の総職員数で計算。      

８００ 
（億円） 

６００ 
４００ 
２００ 
０ 

△２００ 
△４００ 
△６００ 
△８００ 

△１，０００ 
９６ 
年度 

第2図　信用事業総利益と内訳の前年差 

信用事業総利益 

その他信用直接収支 

資金収支 

その他信用経常収支 
役務取引等収支 

９７ ９８ ９９ ００ ０１ ０２ ０３ ０４ 
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円となった。

一方，貸出金残高（平残）は，前年比△

0.3％，533億円減少し，21兆1,974億円とな

った。この結果，貯貸率は前年比0.8ポイ

ント低下し，27.4％となった。貯貸率の低

下は99年度以来6年連続となっている。

利ざやをみると，貯金・貸出金利ざやは

0.06ポイント低下し，2.20％となったが，

貯金・預け金等利ざやは0.03ポイント拡大

し，0.54％となった。これは預け金等利回

りが前年比で0.02ポイント上昇したことに

よる。また有価証券利回りも，0.09ポイン

ト拡大し，1.46％となった。有価証券利回

りの上昇は，04年度に入って，国債の利回

りが上昇したことが背景にあるとみられ

る。

以上の結果，資金調達・運用利ざやは

0.01ポイント拡大し，1.02％となった。資

金調達・運用利ざやが拡大したのは，98年

度以来６年ぶりのことである。

このように，資金調達・運用利ざやが小

幅ながら前年比プラスとなったこと，利ざ

やの悪化幅が最も大きい貸出金の

減少率が前年に比べれば小幅だっ

たことが資金収支の悪化が小幅に

とどまった背景といえよう。

紙幅の関係で十分には触れら

れないが，その他の事業について

も簡記しておこう。

まず，04年度の共済事業は，

長期共済新契約高は建物更生共済中心に２

年ぶりに金額ベースで増加に転じたもの

の，保有契約高は金額，件数ともに，99年

度以降６年連続の減少となっており，減少

額が年々拡大しつつあるのが懸念される。

次いで購買事業の供給・取扱高は，生産

資材が前年比0 .9％の減少，生活物資が

6.9％の減少で，全体では2.9％の減少とな

った。

販売事業の販売取扱高は，果実（前年比

4.5％増），畜産（同5.6％増）のように増加

した部門もあったものの，米の販売取扱高

が冷害で米価格が高騰した03年度の反動で

前年比12.6％の減少となったために，全体

では，前年比1.9％の減少となった。

以上のように，04年度は，貯金量以外の

事業量，事業総利益が減少するという厳し

い環境のなかでの農協経営となった。

以下に，近年の農協経営の特徴として注

目される点をあげてむすびにかえたい。

第一は，04年度に組合員総数が，90年代

のピークであった98年度を上回ったことで
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（単位　億円，％） 

貯金残高（平残） 
貸出金残高（平残） 
貯貸率 
貯金前年比増減率 
貸出金前年比増減率 

貯金利回り 
貸出金利回り 
預け金等利回り 
有価証券等利回り 

貯金・貸出金利ざや 
貯金・預け金等利ざや 
資金調達運用利ざや 

（注）１　資金調達運用利ざや＝「資金運用収益－資金調達費用」 
　　　　　　　　　　   　　  ／「貸出金・預け金・有価証券平均残高」     

２　預け金等利回りは, 「預け金利息+その他受入利息」／預け金平残    

第4表　貯金, 貸出金, 貯貸率, 各種利ざやの推移 

７３１，４８１ 
２１７，１４１ 

２９．７ 
２．１ 

△０．７ 

０．１６ 
２．６２ 
０．７１ 
１．９７ 

２．４６ 
０．５５ 
１．１５ 

０１年度 

７４０，７１９ 
２１３，３４８ 

２８．８ 
１．３ 

△１．７ 

０．０９ 
２．５１ 
０．６１ 
１．８４ 

２．４２ 
０．５２ 
１．１０ 

０２ 

７５２，３８７ 
２１２，５０６ 

２８．２ 
１．６ 

△０．４ 

０．０６ 
２．３２ 
０．５７ 
１．３７ 

２．２６ 
０．５１ 
１．０１ 

０３ 

７７３，７６５ 
２１１，９７４ 

２７．４ 
２．８ 

△０．３ 

０．０５ 
２．２５ 
０．６０ 
１．４６ 

２．２０ 
０．５４ 
１．０２ 

０４ 

２１，３７８ 
△５３３ 
△０．８ 
１．３ 
０．１ 

△０．０１ 
△０．０８ 
０．０２ 
０．０９ 

△０．０６ 
０．０３ 
０．０１ 

０４－０３ 

おわりに



ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

回復においては，職員のモチベーション維

持のためのマネジメントの工夫が求められ

るといえよう。

第三に，実務精通者（組合職員出身者）

の常勤理事への登用が増えてきていること

である。信用事業担当専任理事の必置義務

に加え，合併して大規模化した農協では，

経営に関しても専門性が求められてきてい

ることに対応してきた結果といえよう。

第四に，店舗統廃合の動きに加速感がみ

られることである。各地での聞き取り調査

によっても，店舗網の再構築に向けた動き

が進んでいる例は多い。

第五に，04年度には信用事業総利益のな

かで，資金収支の悪化に歯止めがかかった

ことである。しかし，その内容は，貸出残

高減少と貸出利ざや縮小のなかで，貯金量

の増加と預け金等利ざやの下げ止まりによ

ってもたらされたものであり，リテール信

用業務の前向きな成果が現れたことを示す

わけではないことに留意する必要がある。

農協段階での融資拡大の体制強化がより一

層求められるといえよう。

（主任研究員 小野沢康晴・おのざわやすはる）
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ある。

准組合員の加入理由について聞いている

「農協信用事業動向調査」（03年11月実施）

では，「第１位」の理由として最も多かっ

たのが「資金の借入れ」であった。農協の

貸出全体は，04年度も前年比で減少してい

るが，組合員向けの長期貸付残高（年度末）

は，03，04年度ともに増加となっており，

准組合員の増加に寄与していよう。

また，02年３月の事務ガイドライン改定

で，組合員，みなし組合員（組合員の家族）

と員外利用者の事業分量を把握できる体制

を整備する必要がある，と員外利用規制遵

守を求められたことも，組合における准組

合員拡大策につながっていよう。

第二に，事業総利益の減少のなかで総職

員数を減らして事業管理費を抑えるだけで

なく，00年度からは総職員１人当たりの事

業管理費も大幅に減少させるという減量経

営の深化も加わり，経常利益ベースでは02

年度以降３年連続の増益となる等，収益性

の回復もみられるようになってきたことで

ある。ただし，事業総利益の増加への展望

が描きにくいなかで，減量経営中心の収益


